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全会計の決算概要と推移

１,２３１,５７７

１,２５５,０３３

１,２００,０９１

１,２２５,４７０

令和２年度平成２８年度平成２７年度平成２６年度平成２５年度 令和 元 年度

１,４３０,５５１

１,３８０,５７０

（万円） 平成２９年度

歳入 歳出

１,４００,０００

１,３５０,０００

１,４５０,０００

１,３００,０００

１,２５０,０００

１,２００,０００

１,１００,０００

１,１５０,０００

平成３０年度

１,２７２,１８８

１,２４６,３４２

１,２７３,９６９

１,２４０,２３３

１,２２８,９８９

１,２０４,５４９

１,２６４,４１６

１,３１２,１６４

１,２１１,６３０

１,２３８,１５８

　令和２年度の一般会計・特別会計（国民健康保険特別会計、北海道介護福

事業特別会計、工業団地造成事業特別会計）・企業会計（水道事業会計、下水道

　企業会計を除いた会計の令和２年度決算総額は、歳入で１４３億５５１

１４億８, ９９３万円の増）となりました。

２



１,２３１,５７７

１,２５５,０３３

１,２００,０９１

１,２２５,４７０

令和２年度平成２８年度平成２７年度平成２６年度平成２５年度 令和 元 年度

１,４３０,５５１

１,３８０,５７０

（万円） 平成２９年度

歳入 歳出

１,４００,０００

１,３５０,０００

１,４５０,０００

１,３００,０００

１,２５０,０００

１,２００,０００

１,１００,０００

１,１５０,０００

平成３０年度

１,２７２,１８８

１,２４６,３４２

１,２７３,９６９

１,２４０,２３３

１,２２８,９８９

１,２０４,５４９

１,２６４,４１６

１,３１２,１６４

１,２１１,６３０

１,２３８,１５８

祉学校特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、住宅団地造成

事業会計）の決算が一般会計を除き、９月議会定例会で認定されました。

万円（前年比１７億５, ５１８万円の増）。歳出で１３８億５７０万円（前年比

３

※企業会計（水道事業・下水道事業）を除いた　
　全会計の合計値です。



一般会計の決算概要

歳入総額は１１０億１, ４９９万円。
前年比１８億２，９０２万円の増。

　一般会計とは行政運営の基本となる会計で、福祉や教育、消防などまちづくりに広く関わる事業に
おける会計です。歳入（収入）総額は１１０億１, ４９９万２, ６７２円。歳出（支出）総額は１０６
億２, ０６４万３, ７４０円となり、差額の３億９, ４３４万８, ９３２円を次年度に繰り越しました。
　なお、繰越額の中には、次年度に実施する事業財源１億６, ７４３万６, ０００円が含まれているた
め、実質収支は２億２, ６９１万２, ９３２円になりました。

町税
１２９,０４３(１１.７)

諸収入
２６,３３１(２.４)

２４６,１８８(２２.４)８５５,３１１(７７.６)

繰越金
１３,７１９(１.３)
その他
７７,０９５(７.０)

地方交付税
３３７,９２２(３０．７)

町債
１０２,９４９(９.３)

道支出金
８３,２１２(７.６)

国庫支出金
２８７,７５７(２6.１)

地方消費税交付金
２９,０４０(２.６)

その他交付金
１４,４３１(１.３)

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
１,１０１,４９９

自主財源依存財源

・寄附金 ３０,７２６(２.８)
・使用料及び手数料 １９,６２３(１.８)
・繰入金 １５,５６９(１.４)
・分担金及び負担金 ７,４６８(０.７)
・財産収入 ３,７０９(０.３)

・固定資産税 ５５,５９９(５.０)
・町民税 ５５,１８３(５.０)
・町たばこ税 ９,５６４(０.９)
・都市計画税 ５,１７６(０.５)
・軽自動車税 ３,４２９(０.３)
・入湯税 ９２(０.０)

・地方譲与税 １０,４４４(０.９)
・ゴルフ場利用税交付金 １,０２９(０.１)
・地方特例交付金 ７８５(０.１)
・法人事業税交付金 ７３０(０.１)
・環境性能割交付金 ６６４(０.１)
・株式等譲渡所得割交付金 ２８８(０.０)
・配当割交付金 ２３８(０.０)
・交通安全対策特別交付金 １５４(０.０)
・利子割交付金 ９９(０.０)

４



歳出総額は１０６億２，０６４万円。
前年比１５億７，１８６万円の増。

　歳入は、国庫支出金や町債の増により、前年度比で約１８億２, ９０２万円の増となりました。 
歳入全体の構成は町税や使用料など、町が独自に確保している自主財源の割合が２２. ４％、
地方交付税や国・道からの交付金などの依存財源の割合が７７. ６％となりました。
　歳出は、前年度比で約１５億７, １８６万円の増となりました。増減が大きい費目としては、総務
費が約１７億８, ５５３万円の増、農林水産業費が約３億９, ０２０万円の減となりました。　
　歳出全体の構成は、総務費が最も多く、次に民生費、土木費と続いています。

教育費
７９,１１６
(７.４)

衛生費
４１,９６５
(４.０)

消防費
３１,７３８
(３.０)

その他
２５,５８９(２.４)

歳出合計
１,０６２０６４

[性質別]

歳出合計
１,０６２,０６４

[目的別]

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

・普通建設事業
　１４５,１５６(１３.７)

・災害復旧事業
　１２８(０.０)

投資及び出資金、貸付金
１４,７８９(１.４)

維持補修費
２８,１５６(２.７)

投資的経費
１４５,２８４
(１３.７)

繰出金
６８,６０４
(６.５)

補助費等
２９９,４７３
(２８.２)

積立金
３３,８９７(３.２)

物件費
１３７,４６４
(１２.９)

人件費
１２３,４８７
(１１.６)

扶助費
８８,５１２
(８.３)

公債費
１２２,３９８
(１１.５)

農林水産業費
５５,６５７
 (５.２)

公債費
１２２,３９８
(１１.５)

総務費
３６３,９３９
(３４.３)

民生費
１８８,０９５
(１７.７)

・商工費 １７,２１３(１.６)
・議会費 ６,１６６(０.６)
・諸支出金 １,２７２(０.１)
・労働費 ８１０(０.１)
・災害復旧費 １２８(０.０)

土木費
１５３,５６７
(１４.５)

５



国民健康保険特別会計の決算概要

歳入１４億７, ３２９万円。歳出１４億４, ４０２万円。
２, ９２７万円を翌年度に繰り越しました。

　国民健康保険特別会計とは、国民健康保険事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、
一般会計と区分された会計です。
　令和２年度末の国民健康保険に加入している世帯数は１, ６７４世帯、被保険者数は２, ８４７人で、
町民の健康保持と増進のため保険給付を行い、医療保障の充実に努めました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
１４７,３２９

歳出合計
１４４,４０２

その他 ４,５３５(３.２)

保健事業費
２,４７９(１.７)

国民健康保険事業費納付金
４０,５５５(２８.１)

保険給付費
９６,８３３(６７.０)

その他 ２９８(０.２)

繰入金
１１,３９５(７.７)

・国庫支出金 ２６０(０.２)
・財産収入 １７(０.０)
・諸収入 １４(０.０)
・使用料及び手数料 ７(０.０)

繰越金
３,７８０(２.６)

道支出金
１００,６８２(６８.３)

国民健康保険税
３１,１７４(２１.２)

・基金積立金 １,８７８(１.３)
・総務費 １,４１９(１.０)
・諸支出金 １,２３８(０.９)

６



北海道介護福祉学校特別会計の決算概要

歳入１億１, １２３万円。歳出１億１, １０３万円。
２０万円を翌年度に繰り越しました。

　北海道介護福祉学校特別会計とは、町立北海道介護福祉学校の運営のため、一般会計と区分された
会計です。
　社会情勢などにより入学者数は減少傾向であるものの、介護福祉士人材の求人数は堅調で、開校
以来３２年連続就職率１００％を達成しました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
１１,１２３

歳出合計
１１,１０３

公債費 １２５(１.１)

教育費
１０,９７８(９８.９)

その他 ９６１(８.７)

使用料及び手数料
１,６６０(１４.９)

繰入金
８,５０２(７６.４)

・分担金及び負担金 ４８０(４.３)
・道支出金 ４５４(４.１)
・繰越金 ２１(０.２) 
・諸収入 ６(０.１)

７



介護保険特別会計の決算概要

歳入１３億８, ３０３万円。歳出１３億３, ５９８万円。
４, ７０５万円を翌年度に繰り越しました。

　介護保険特別会計とは、介護保険事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、一般会計と区分
された会計です。
　適正な要介護認定を行うとともに、要介護・要支援者が能力に応じ、自立した日常生活を営むこと
ができるよう保険給付を行い、福祉の増進に努めました。
　また、将来に要介護・要支援状態になるおそれのある高齢者を対象に、介護予防を推進しました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
１３８,３０３

歳出合計
１３３,５９８

基金積立金
１,９７８(１.５)

諸支出金
１,３８３(１.０) 

総務費
１,６２５(１.２)

地域支援事業費
８,８０３(６.６)

保険給付費
１１９,８０９(８９.７)

その他 ４,５０５(３.３)

繰入金
１９,７３１(１４.３)

道支出金
２０,２０８(１４.６)

保険料
２４,７６６(１７.９)

国庫支出金
３５,１４６(２５.４) 

支払基金交付金
３３,９４７(２４.５)

・繰越金 ３,５８９(２.６)
・使用料及び手数料 ５２１(０.４)
・分担金及び負担金 ３９２(０.３)
・財産収入 ２(０.０)
・諸収入 １(０.０)

８



後期高齢者医療特別会計の決算概要

歳入２億５, ８２６万円。歳出２億５, ８０９万円。
１７万円を翌年度に繰り越しました。

　後期高齢者医療特別会計とは、後期高齢者医療事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、
一般会計と区分された会計です。
　北海道後期高齢者医療広域連合が主体となって運営していますが、本町では高齢者の健康保持と
増進のため、被保険者の資格管理の窓口事務や保険料の徴収などを行い、医療費の適正化に努め、
健全な医療給付を進めました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
２５,８２６

歳出合計
２５,８０９

諸支出金
１(０.０)

後期高齢者医療広域連合納付金
２１,７２９(８４.２)

その他 ３,５８２(１３.９)

繰入金
７,１１７(２７.５)

保険料 
１５,１２７(５８.６)

・諸収入 ３,５６２(１３.８)
・国庫支出金 １９(０.１)
・使用料及び手数料 １(０.０)

総務費
４,０７９(１５.８)

９



住宅団地造成事業特別会計の決算概要

歳入３，８４３万円。歳出９６６万円。
２，８７７万円を翌年度に繰り越しました。

　住宅団地造成事業特別会計とは、朝日４丁目住宅団地第４期造成事業を実施するため、一般会計と
区分された会計です。
　平成２７年１０月より分譲を開始（全１７区画）し、令和２年度末までに１５区画を販売しました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
３,８４３

歳出合計
９６６

公債費 
９０３(９３.５)

住宅団地造成事業費
６３(６.５)

財産収入
１,４９６ (３８.９)

繰越金
２,３４７ (６１.１)

１０



工業団地造成事業特別会計の決算概要

歳入２，６２８万円。歳出２，６２８万円。

　工業団地造成事業特別会計とは、第４工業団地造成事業を実施するため、一般会計と区分された
会計です。
　平成３０年度より分譲を開始（全７区画）し、令和２年度末までに１区画を賃貸借、２区画を販売
しました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
２,６２８

歳出合計
２,６２８

工業団地造成事業費
１２１(４.６)

財産収入 
２,２５５ (８５.８)

公債費
２,５０７(９５.４)

繰入金
３７３ (１４.２)

１１



水道事業会計の決算概要

収入５億９，５２８万円。支出７億５，４４６万円。
会計処理上の不足額は損益勘定留保資金などで補てん。

　水道事業会計とは、水道事業を運営するため企業会計によって区分された会計です。
　水をつくりご家庭などに届けるための経費（収益的収支）では３，４０３万円の黒字となりましたが、
浄水場の設備更新や配水管の整備などに使用するための経費（資本的収支）では１億９, ３２１万円の
不足となりました。
　不足額については、減価償却費など収益的支出のうち現金の支出を必要としない費用によって
生じた資金（損益勘定留保資金など）で補てんしました。

収入合計
５９,５２８

支出合計
７５,４４６

４０,３１１(５３.５) ３５,１３５(４６.５)

収益的支出

収益的収入

資本的支出

資本的収入

企業債償還金
２１,９３９(２９.１)

営業費用
３２,２８０
(４２.７)

２０,９９０(３５.２)

３８,５３８(６４.８)

出資金３２０(０.５)

企業債
２０,６７０
(３４.７)

営業外収益
３,７９８(６.４)

営業収益 
３４,７４０(５８.４)

営業外費用
２,８５５(３.８)

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

建設改良費
１８,３７２(２４.４)

１２



下水道事業会計の決算概要

収入９億７, ９７０万円。支出１１億４３８万円。
会計処理上の不足額は損益勘定留保資金などで補てん。

　下水道事業会計とは、下水道事業を運営するため企業会計によって区分された会計です。下水道管
や下水道管理センターの維持管理に必要な経費（収益的収支）では１億８，１４０万円の黒字となり
ましたが、下水道管や下水道管理センターの設備更新や取り替えなどに使用するための経費（資本的
収支）では３億６０８万円の不足となりました。
　不足額については、減価償却費など収益的支出のうち現金の支出を必要としない費用によって
生じた資金（損益勘定留保資金など）で補てんしました。

支出合計
１１０,４３８

５４,１５９(４９.０) ５６,２７９(５１.０)

収益的支出

収益的収入

資本的支出

資本的収入

営業費用
５３,３９８
(４８.４)

２３,５５１(２４.０)

７４,４１９(７６.０)

企業債
１１,７３０
(１２.０)

営業収益 
５４,９９８
(５６.２)

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

国庫補助金
７,１７０
(７.３)

企業債償還金
３８,５５７(３４.９)

建設改良費
１５,６０２
 (１４.１)

負担金等
２０５(０.２)

営業外費用
２,８８１(２.６)

収入合計
９７,９７０

営業外収益
１９,４２１
    (１９.８)

出資金
４,４４６(４.５)

１３



１４



写真でみる

栗山町第 6 次総合計画
の主要施策より

主な実施事業

※栗山町第６次総合計画に掲載されている計画事業番号、事業名、決算額及び、事業に関連した写真を掲載しています。

１５



決算額１５３千円

決算額１０千円

決算額１, ６３０千円

決算額４１, １４２千円

決算額９, ９２９千円

決算額１１７, ９７６千円

ごみ分別の正しい知識の普及啓発と
協力体制づくりを進めます。

防災訓練の実施と、町民の防災知識
の啓発を推進します。

交通安全運動・教育を推進します。

災害時の電源・燃料確保を推進しま
す。

消防団施設の更新など、充実・強化
を図ります。

学校教育におけるＩＣＴの利活用を
推進します。

（ごみ処理施設での学習会）

（くりっ子防災教室兼 1 日防災学校）

（保育園での交通安全教室）

（カルチャープラザに整備された非常用電源）

（継立に新設されたポンプ自動車用の車庫）

（一人一台のパソコンを使用した授業）

計画
事業

2

計画
事業
15

計画
事業
21

計画
事業
12

計画 
事業
20

計画
事業
26

１６



決算額１０２, ８６０千円

決算額５７６千円

決算額１２，９１９千円

決算額３７４千円

決算額１５, １０７千円

決算額３，３２８千円

学校経営改善を着実に推進しつつ、
超高齢社会を支える優秀な介護福祉
士を輩出します。

青少年育成会活動を支援します。

ハサンベツ地区の里山環境を保全・
再生します。

栗山高校の未来像を話し合う町民委
員会を設置します。

国蝶オオムラサキの生息環境を保全・
再生し、生態を公開します。

町民が芸術文化に親しむことのでき
る環境づくりを推進します。

（介護福祉学校の授業の様子）

（初級・上級リーダー研修会）

（ハサンベツ里山の保全活動）

（委員会でまとめられた検討報告）

（オオムラサキ館での生物の説明）

（「伊藤　正」の絵画展）

計画
事業
51

計画
事業
56

計画
事業
63

計画
事業
62

計画 
事業
198

計画 
事業
72

１７



決算額２７，０９０千円

児童の健全な遊び・活動の場と、放
課後の居場所づくりを進めます。

（放課後児童クラブの様子）

決算額２５, ３７９千円

決算額８，５５６千円

決算額１３, ３７１千円

決算額１９, ８４４千円

決算額８, ４２６千円

高齢者の保健事業と介護予防事業を
一体的に進めます。

地域の見守り・支え合い活動の充実を
図ります。

子育て家庭の支援や、子育てしやす
い環境の充実を図ります。

子ども医療費を助成します。

高齢者が要介護状態にならないよう、
介護予防事業を推進します。

（高齢者等の居場所づくりのためのまちなかカフェ）

（子育てサロンの様子）

（介護予防のための「運動教室」）

計画 
事業
93

計画 
事業
206

計画 
事業
106

計画 
事業
92

計画 
事業
101

計画 
事業
94

１８

（高齢者への健康教育） （高校 3 年生までの子どもの医療費助成）



決算額１１４，９２１千円 決算額１２３, ６７０千円

決算額３１，６１６千円 決算額１２, ８１８千円

決算額７，５７３千円

栗山の特性を生かした良質な農産物
の生産を推進します。

中山間地域等における農業生産・多
面的な機能確保を支援します。

造林事業などにより適正な森林管理
を推進します。

ものづくりＤＩＹ工房の導入・活用を
推進します。

くりやま若者シティプロモーション
事業を推進します。

（農業機械導入の支援） （中山間地域の水路の泥上げの支援）

（適正な森林管理のために伐採された町有林） （あさひ工房でのワークショップ）

（クリエイター向けのモニターツアー）

計画
事業
121

計画
事業
193

計画 
事業
192

計画 
事業
112

計画 
事業
117

決算額２，４６０千円

新たな推進体制を構築するなど、観
光事業の充実を図ります。

（シェアサイクル導入に向けた実証実験）

計画
事業
125

１９



決算額１８７，２４１千円 決算額８７，２４３千円

決算額１９１，７２９千円決算額４０５, ０２６千円

冬期間における道路環境の維持・確
保を図ります。

町営バスの充実を図り、交通弱
者の移動手段を確保します。計 画 

新町地区の再開発整備事業に取り組
みます。

公営住宅の整備・改修を行います。

( 除雪の様子 ) （コミュニティバスの運行）

（改修工事された中央４線）（新築された中央団地）

事業
139

計画 
事業
141

計画 
事業
137

決算額４３千円決算額１９８千円

町長のまちづくり懇談会やふれあい
訪問を行い、町政への町民参画を推
進します。

景観資源の保全・活用を図ります。

（まちづくり懇談会）（くりやま景観フォトコンテスト展示会）

計画 
事業
187

計画 
事業
152

計画 
事業
160

２０



グラフでみる

まちの財政状況

２１



基金残高の推移（一般会計）

基金の年度末残額は１２億２, ７５９万円。
前年比２億１, ９６９万円の増になりました。

　安定した財政運営を進めるための貴重な財源として、決算に伴う余剰金の一部や、寄附金などを
原資として積み立てた基金の年度末残高は、一般会計分で１２億２, ７５９万円になり、前年度比で
２億１, ９６９万円の増となりました。
　なお、令和２年度における取り崩し額は１億５, ５６８万円で、積み立て額は３億７, ５３７万円で
す。

１０

　６

　４

　２

　　　　　　０

１２

　８

（億円） 　令和 元 年度　平成２５年度　平成２６年度　平成２７年度　平成２８年度 　令和 ２ 年度

財政調整基金 減債基金 特定目的基金

１２.２

５.４

６.４

８.８

　平成２９年度

０.４

積立額
３.７

取崩額
１.６

　平成３０年度

１０.８

３.２

０.１

７.５

９.３

４.９

４.２

０.２

９.９

３.3

６.４

０.２

９.６

３.８

５.６

０.２

１０.３

３.１

６.９

０.３

１０.１

３.７

６.１

０.３

※億万円単位の決算額より算出のため端数が
　合わない場合があります。

９.４

３.１

６.０

０.３

２２



町債残高の推移（全会計）

町債の年度末残高は１５２億８, ５６０万円。
前年比４億６, ３９６万円の減になりました。

　町債（町の借り入れ金）には、毎年の財源負担を平均化する役割と、現在と将来の町民負担を公平
にする役割があり、町では財政状況を悪化させないよう、町総合計画や行財政改革推進計画等に
基づき、計画的な借り入れを行っています。
　町債の年度末残高は全会計分で１５２億８, ５６０万円となり、前年比で４億６, ３９６万円の減と
なりました。

２５０

２００

１５０

１００

５０

０
　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度 　平成２８年度 　平成２９年度 　 令和 ２ 年度

一般会計 特別会計 企業会計

１０３

２
４７

１５２

　令和 元 年度（億円） 　平成３０年度

１０６

６９

１７５.１

０.１

１１０

６５

１７５.１

０.１

１０９

６３

１７３

１

１０９

６０

１７２

３

１６８

５７

３

１０８

１５７

５０

２

１０５

１６３

５３

３

１０７

２３



財政健全化法に基づく指標からみた財政の健全化状況

まちの財政は「健全基準」にありますが、
依然として厳しい財政状況が続いています。

　財政の健全さを計る指標を導入し再建の枠組みを定めた「財政健全化法」に基づき、町の財政状況
を分析しています。
　本町では、計画的かつ健全な財政運営に努めていますが、実質公債費比率や将来負担比率は依然
として全道市町村平均を上回っていることから、厳しい財政状況が続いています。

指　　標 指標の説明
全道市町村

の平均
(R 元決算 )

比　 率
(R２決算 )

基準値
早期健全化
基　　　準

財政再生
基　　準

一般会計を対象とした実質
赤字の標準財政規模に対す
る比率

全会計を対象とした実質赤
字の標準財政規模に対する
比率

一般会計が負担する元利償
還金などの標準財政規模に
対する比率

一般会計が将来負担すべき
実質的な負債の標準財政規
模に対する比率

資金不足額（赤字額）の事
業規模に対する比率

実質赤字比率 １５％

２０％

２０％

２５％

３５０％

６.９％

４３.５％

該当無

基準値
以上の
団体無

基準値
以上の
団体無

該当無

該当無

１１.７％

５４.１％

２０％

３０％

３５％

連結実質赤字比率

将来負担比率

資金不足比率

実質公債費比率

( 水道・下水道事業、住宅
団地・工業団地造成事業）

健
全
化
判
断
比
率

２４



　南空知９市町の令和元年度普通会計決算概要

岩見沢市

由仁町

夕張市

三笠市

美唄市

長沼町

栗山町

南幌町

月形町

出典：北海道庁ホームページ「北海道内の市町村の財政状況」より

人口 (R2.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

10,649 人

11.4 %

（全道 40 位）

76.8 %

（全道 30 位）

人口 (R2.1.1)：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

11,637 人

11.4 %

（全道 40 位）

62.9 %

（全道 45 位）

人口 (R2.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

7,769 人

69.9 %

（全道 1位）

399.7 %

（全道 1位） 

人口 (R2.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

5,061 人

16.8 %

（全道 3位）

129.7 %

（全道 6位）

人口 (R2.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

7,461 人

11.9 %

（全道 36 位）

70.1 %

（全道 38 位）

人口 (R2.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

 

80,410 人

7.4 %

（全道 123 位）

64.9 %

（全道 42 位）

 

人口 (R2.1.1)：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

8,302 人

8.0 %

（全道 116 位）

25.7 %

（全道 84 位）

人口 (R2.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

21,058 人

13.2 %

（全道 20 位）

125.6 %

（全道 8位）

人口 (R2.1.1)：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

3,117 人

1.7 %

（全道 173 位）

-

（全道順位無）

２５

参考



発　行 / 栗山町
発行日 / 令和３年１０月
編　集 / 経営企画課行政経営グループ
　　　 　〒０６９－１５１２　北海道夕張郡栗山町松風３丁目２５２番地
　　 　　ＴＥＬ：０１２３－７３－７５０３（直通）　 ＦＡＸ：０１２３－７２－３１７９（代表）
　　 　　ＷＥＢ：http://www.town.kuriyama.hokkaido.jp/　※ホームページにも本冊子の内容を掲載しています。

本冊子は、令和２年度の決算概要をご理解いただくため、要点を絞り作成しました。
詳しい内容については、資料編「令和２年度主要な施策の成果表」をご覧ください。
なお、お寄せいただいたご意見、ご感想などを次年度の冊子作成の際の参考とさせていただきます。
町の財政情報を的確に、そして、分かりやすくお知らせしていくためのご意見などをお待ちしております。


